大潟村家庭用発電設備等導入費補助金交付要綱

（目的）

第１条　この要綱は、大潟村が表明した２０５０年カーボンニュートラルの実現を目指す「ゼロカーボンシティ」の実現に向け、加速的な施策の推進をするべく、「脱炭素先行地域」として自然エネルギーの地産地消や水田が持つ豊富なバイオマスの地域内循環利活用を今後５年度間で具現化するための経費に対する助成を目的とする。

（交付の対象及び補助金額）

第２条　補助金の交付対象は、補助金交付の対象となる設備（以下「対象設備」という。）を自らの居住する住宅に設置する村民とし、予算の範囲内で本補助金を交付する。

（交付要件及び補助対象費用）
第３条　対象設備の要件及び補助対象費用は、二酸化炭素排出抑制対策事業費交付金（地域脱炭素移行・再エネ推進交付金）交付要綱にて示される要件を満たす次の設備とし、補助率は次のとおりとする。
(1)　太陽光発電設備　対象経費の３分の２
(2)　蓄電池　対象経費の４分の３
（交付申請）

第４条　申請を行うものは、大潟村補助金等交付規則（昭和４７年７月１日大潟村規則第２号以下、交付規則という。）及び大潟村補助金等交付要綱に基づき、交付申請するものとする。

（交付決定）

第５条　村長は、前条の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、その事業が適　正と求められる場合は、交付規則に基づき、交付決定通知書を交付するものとする。

（その他）

第６条　この交付要綱に定めるもののほか、必要事項については、二酸化炭素排出抑制対策事業費交付金（地域脱炭素移行・再エネ推進交付金）交付要綱等の各種関係要綱等に準ずるほか、村長が別に定めるものとする。

　　　附　則

　この要綱は、この要綱は、令和７年４月１日から施行する。
